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会社概要

◆プロフィール

◆計装とは

図表１　計装のイメージ図（空調の場合）

当社はオフィスビルをはじめ、ホテル、病院、工場などの非居住用建築物を対象に空調設備を自動制御するＢＡ（ビルディングオートメーション）
分野、および工場の組み立て工程の自動化などのＦＡ（ファクトリーオートメーション）分野において設計から施工、メンテナンスまでを手掛ける
「計装エンジニアリング企業」です。特にBA分野＝空調計装分野は自動制御機器大手、山武の最大手特約店として、また業界の草分け的な存
在として豊富なノウハウを持ち、当社の売上の87％を占める主力事業となっています（2010年３月期実績）。

ビルや工場などにおいて、空調や生産ラインなどの各種設備・機械装置を、計測･監視･制御の手法をもって有機的に機能させ、例えばビル空
調の分野であれば、「最少のエネルギーで快適な環境を実現する」技術と位置づけられます（図表１参照）。計装そのものの歴史は戦後の石油
産業復興からといわれ、「オールド・エコノミー」の分野ですが、近年は省エネルギー化に必須の技術として注目されており、また最新のIT技術を
用いた計測・監視システムが開発されるなど、「古くて新しい技術」として進歩を続けています。

①計測

②監視③制御
計装

最少エネルギーで快適な環境

①部屋の温湿度、空気の流れなどを
センサーなどで計測する

②センサーから集められた情報を監視し
最適な環境にするよう、指令を発する

③バルブの開閉などを通じて、
最適な環境になるよう、制御を行う

①

②

③
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　　会社概要

◆当社の強み

◆セグメントについて

図表２　セグメント図

①高収益を可能とする技術力・・・計装は「経験工学」であるといわれ、机上の知識だけではなく、こなした現場の数によってその技術力に差が
　　出る分野です。当社は業界で最も長いキャリアがあり、高い施工監理能力を自負しています。この能力が厳しい環境下にあっても利益を生
　　み出す原動力となっています。
②既設市場に強みがある成長性・・・豊富なキャリアがあるということは、豊富な既設ストックを有することを意味します。既設市場は、今後の有
　　望市場であるとされています。成長市場である既設市場に対し、優位な立場で事業展開が可能である点は、今後の事業展開において、大き
　　な強みになり得ます。

当社では、事業のセグメントについて、次のとおり区分しております。

①空調計装関連事業
　　主にビルや工場、病院、クリーンルームなどを対象に、空調に関する計装（ＢＡ）を手掛ける事業です。さらに当事業の中で、建物の新設時
　　に空調計装工事を行う事業を新設事業、既設建物のメンテナンスやリニューアルを行う事業を既設事業として組織上も区分し、事業展開して
　　おります。
②産業計装関連事業
　　主に工場の生産ラインや新聞社、郵便局の搬送ラインなどを対象に、それらに対する計装（ＦＡ、ＰＡ･･･プロセス･オートメーション）を手掛け
　　る事業です。

　◎ソリューション事業、VOCソリューション事業について
　　 開示上のセグメント区分ではありませんが、空調計装関連事業における既設事業のうち、直接取引・契約が可能なお客様（施主、エンドユー
　　ザー）に対し、省エネルギー化対策などの設備や施設に関する課題を、計装をメインツールに用いて提案、解決していく形態のビジネスを「ソ
　　リューション事業」と呼称し、当社の最注力事業として事業展開しております。また、VOC処理システムを手がけるビジネスを「VOCソリュー
　　ション事業」（７ページ参照）と呼称し、産業計装関連事業のセグメントに含めて展開しています。
　

新設 既設

空調計装関連事業

ＢＡ

産業計装関連事業

産業
計装

ＦＡ、ＰＡ

VOCソリューション事業

計装

ソリューション事業
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会社概要

◆業績の下期偏重について

◆特定仕入先への依存度について

図表３　当社売上高における上半期／下半期比率 図表４　山武グループ製品仕入比率

当社はその事業の特性上、毎年の売上、利益が、年度末である３月に集中する傾向があります。従いまして、第１四半期決算から第３四半期決
算までは赤字決算となることが常態であります。ちなみに2010年３月期においては、下半期の売上高は当年度通期売上高の74.0％を、同じく営
業利益では134.7％、経常利益では133.8％を占めております。上半期に大規模物件の完工があるような例外的な年度を除き、この傾向はほぼ
毎年、続いております（図表３参照）。

当社はBA市場で圧倒的なシェアを持つ山武の特約店であることから、空調計装工事を施工するにあたっては、使用する空調制御機器を中心に
同社からの仕入比率が高くなります。過去３ヵ年の山武およびその関連会社からの仕入比率は、57.3％→58.0％→62.6％と５割を超える比率で推
移しております（図表４参照）。当社はエンジニアリング会社であることから、特にBAの分野において、最も信頼性が高い山武製品を使用する機会
が多くなることは必然であり、今後とも変わらない流れになると思われます。
一方で、特にFAの現場に多く見られるように、他社製品を使用した方がお客様のニーズに沿うケースもあります。その場合においては、ニーズを
最優先にしたエンジニアリングを実施しており、山武以外の製品を使用する場合においても、当社は充分なエンジニアリング技術力を保有してい
ます。
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業界、市場について

◆業界動向

図表５　一般建設市場と空調計装市場の市場規模比較

図表６　空調計装業界市場シェア（2009年3月期）　

図表５左：国土交通省調べ
図表５右：自社調べ
図表６　 ：自社調べ

山武および特約店、ジョンソンC　市場シェア推移
2007/3期 2008/3期 2009/3期

山武および特約店 79.7% 80.5% 80.7%
ｼﾞｮﾝｿﾝC 17.4% 16.2% 15.9%
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空調計装業界は、市場規模がおよそ1,850億円と推定されています（自社調べ）。同市場は新設市場の落ち込みを既設市場の伸びがカバー
する形で推移しており、一般建設業界の市場規模が伸び悩む中でも成長を遂げております（図表５参照）。
また同市場は、山武と当社を含む山武特約店によって、シェアの80％超が占められていることから事実上、山武製の機器が業界標準になっ
ています（図表６参照）。その山武特約店の中で、当社は唯一のエンジニアリング専業会社であり、その技術力には絶対の自信を持っていま
す。
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業界、市場について

◆市場動向

図表７　既設市場の将来展望予測 図表８　環境ビジネスのうち省エネ関連ビジネスの市場規模将来予測

(財)建設経済研究所調べ 環境省調べ
上記資料の額は、土木、建築などを含む建設関連全市場のものです 上記資料の額は、OECD分類による省エネ関連ビジネスの市場規模予測です

※　改正省エネ法、東京都環境確保条例について

中長期的な視点で見れば、少子高齢化の進行などにより、国内における新設建築物を対象とする市場は大きな伸びが見込めない状況にあり
ます。
一方で、既設建築物を対象とする市場は、施設のロングライフ化の流れや改修、省エネルギー化ニーズなどにより、堅調な伸びを示していま
す。そして、この市場の伸びは各種シンクタンクなどのレポートによれば、長期にわたると予測されています（図表７参照）。
また、1997年12月の京都議定書決議に端を発し、数々の省エネルギーに関する法律や条例が施行※されていいることに加え、政府も意欲的な
温室効果ガス削減目標を発表しております。これに伴い、省エネルギー関連ビジネス（図表８参照）の将来性も有望視されています。
その中でも計装は、エネルギー使用状況を「計測・監視・制御」する技術であることから、省エネルギー化に必須の技術であり、今後とも安定的
な需要が見込まれています。

数々の省エネルギーに関する法律や条例のうち、最も産業界に与える影響が大きいものが、省エネ法（正式名称：エネルギーの使用の合理化に関する法律／
監督官庁：経済産業省）です。同法は「燃料資源の有効な利用の確保に資するため、工場、建築物及び機械器具についてのエネルギーの使用の合理化」に関
する必要な措置を義務付ける法律であり、1979年の制定以来、数度の改正を経てきましたが、2006年4月には、エネルギーの管理方法を改定することにより、
規制対象事業者数を拡大するという改正がなされ、以前は規制対象外であったオフィスビルや病院、ホテルなど、当社の顧客筋にあたる業種も省エネルギー
に関する必要な措置を講じることが義務付けられることになりました。
さらに2009年4月には、再度の改正がなされ（図表９参照）、従来の「事業所」単位から「事業者」単位での管理に変更されました。この改正により、各種FC
チェーン店やホテルなどの業務用ビルへの適用範囲が従来の13％から５割程度に拡大すると見込まれています。
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業界、市場について

図表９　改正省エネ法（2009/4～）の概要
資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁資料より

◎「事業場」単位から「事業者」単位へ
◎ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量（電気・熱など）が原油換算で1,500ｋｌ以上の「事業者」が対象（「事業者」単位で工場・事業所合算で1,500ｋｌ以上なら法規制
対象となる）
◎2010年度に改正後の「事業者」は、各地の経済産業局に2009年度のｴﾈﾙｷﾞｰ使用量を届出（未提出・虚義ﾃﾞｰﾀの場合は罰則）
◎対象「事業者」は営業時間当たりｴﾈﾙｷﾞｰ使用量を年間1％以上削減目標を負う（改善が見られない場合は罰則）

また、上記改正省エネ法に加え、東京都においては2009年４月から「東京都環境確保条例」が改正・施行され、2010年４月から「燃料、熱及び電気の使用量
が、原油換算で年間1,500ｋｌ以上の事業所」に対し、CO2の削減義務を課すこととなりました。対象となる事業所は都内で約1,300箇所にのぼり、そのうち大半
がオフィスビルと見られています。東京都は、日本のオフィスビルの半数以上が集中していると言われており、同条例の改正は国内オフィスビルの省エネ促進
に大きな影響を与えるものと想定されています。
当社では、この省エネ法改正および東京都の条例改正をビジネスチャンスと捉え、さまざまな省エネソリューションビジネスを展開しています。
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